
施設等種別

第6条の3第9項から第12項までに規定する
業務又第39条第1項に規定する業務を目
的とするものであって、法34条の15第2項、
第35条第4項の認可又は認定こども園法第
17条第1項の認可を受けていないもの（認
可外保育施設）のうち、右記に示すもの

地方公共団体における単独保育施策（いわゆる保育室・
家庭的保育事業に類するもの）において保育を行ってい
る施設

家庭的保育事業

小規模保育事業

居宅訪問型保育事業

事業所内保育事業

第6条の3第13項に規定され、第34条の18
第1項の規定による届出を行ったもの

病児保育事業

第6条の3第7項に規定され、第34条の12第
1項の規定による届出を行ったもの

一時預かり事業

教育時間終了後に教育活動（預かり保育）を常時実施し
ている幼稚園 　※注１

認定こども園への移行を予定している幼稚園　

就学前の子どもに関する
教育、保育等の総合的な
提供の推進に関する法律

第2条第6項に規定 認定こども園

第30条第1項第4号に規定 離島その他の地域において特例保育を実施する施設

子ども・子育て支援法第５９条の２第１項に
規定する仕事・子育て両立支援事業のう
ち、「平成２８年度企業主導型保育事業等
の実施について」の別紙「平成２８年度企
業主導型保育事業費補助金実施要綱」の
第２の１に定める企業主導型保育事業を行
う者（企業主導型保育事業費補助金におい
て当該補助金の算定の対象となる者の雇
い上げに係る費用を除く。）

企業主導型保育事業を行う者

※注１　【対象となる幼稚園】教育時間終了後に教育活動（預かり保育）を常時実施している幼稚園
　      教育時間を含む平日の預かり保育の提供時間が８時間以上、かつ、預かり保育の年間実施日数２００日以上の施設
        で保育士業務に従事していること。

※注２　放課後等デイサービス・発達支援センター等の障害福祉施設、学童保育での勤務は貸付の対象外です。

保育所等　定義一覧

貸付対象となる勤務先の「保育所等」

法令・通知等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

第7条に規定

第6条の3第9項から第12項までに規定する
業務であって、第34条15第1項の事業及び
同法同条第2項の認可を受けたもの

学校教育法 第1条に規定

保育所


